
 
 

平成 23 年 11 月 29 日 

各 位  

                  会 社 名 ナブテスコ株式会社 

                  代表者名 代表取締役社長  小谷 和朗 

                   （コード番号 ６２６８ 東証第 1部） 

                  問合せ先 総務部長 中村 賢一 

                   （TEL ０３－５２１３－１１３３） 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるナブテスコ・マリーン・サー

ビス株式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

して開示しております。 

 

１．合併の目的 

ナブテスコ・マリーン・サービス株式会社は、当社の完全子会社であり、従来、主に当社舶用

機器アフターサービス業務を行ってまいりました。同社を吸収合併することで、グローバルネッ

トワークにおけるサービス体制の再編を行い、顧客満足の向上、企業体質の強化、収益力のさら

なる向上に取り組んでまいります。 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

 取締役会決議日 平成 23 年 11 月 29 日 

 契約締結日 平成 23 年 11 月 29 日 

 効力発生日（合併期日） 平成 24 年 ４月 １日（予定） 

    ※本合併は、当社においては会社法第 796 条第３項に規定する簡易合併であり、ナブテ

スコ・マリーン・サービス株式会社においては会社法第 784 条第１項に規定する略

式合併であるため、いずれも合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行う

ものであります。 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ナブテスコ・マリーン・サービス株式会社

は解散いたします。 

（３）合併に係る割当ての内容 

    当社は、ナブテスコ・マリーン・サービス株式会社の全株式を所有しており、合併によ

る新株式の発行および資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありません。 

（４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付き社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 

 



３．合併当事会社の概要（平成 23 年 3月 31 日現在 ※は平成 23 年９月 30 日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1) 名称 ナブテスコ株式会社 
ナブテスコ・マリーン・サービ

ス株式会社 

(2) 所在地 
東京都千代田区平河町二丁目７番

９号 

神戸市西区福吉台1丁目1617番

地の 1 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小谷 和朗 代表取締役社長 尾畑 収計 

(4) 事業内容 

精密機器、輸送用機器、航空機器、

油圧機器、自動ドア、包装機等の

事業 

舶用制御装置、消火装置および

同部品の立会試験、修理、メン

テナンス等の事業 

(5) 資本金 10,000 百万円 10 百万円 

(6) 設立年月日 平成 15 年９月 29 日 平成 13 年 10 月１日 

(7) 発行済株式数 127,212,607 株 200 株 

(8) 決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(9) 大株主および持株比率※ 

株式会社神戸製鋼所  11.86％ 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 5.49％ 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）      4.90％ 

東海旅客鉄道株式会社  4.06％ 

JP MORGAN CHASE BANK 380055 

3.97％ 

ナブテスコ株式会社 100.00％

(10) 直前事業年度の経営成績および財政状態 

純資産 180,729 百万円（連結） 91 百万円（単体）

総資産 96,531 百万円（連結） 207 百万円（単体）

１株当たり純資産 713 円 77 銭（連結） 456,713 円 50 銭（単体）

売上高 169,303 百万円（連結） 893 百万円（単体）

営業利益 20,212 百万円（連結） 43 百万円（単体）

経常利益 22,365 百万円（連結） 53 百万円（単体）

当期純利益 13,387 百万円（連結） 35 百万円（単体）

１株当たり当期純利益 105 円 91 銭（連結） 179,436 円 14 銭（単体）

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期に変更の

予定はありません。 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社への連結業績への影響はありません。 

 

以上 


